
岡山-香港線 冬期利用促進事業に係る業務委託仕様書 

 
岡山桃太郎空港の利用促進を目的とする「空路利用を促進する会」（以下「空路会」という。）

が、岡山-香港線 冬期利用促進事業を委託するにあたり、仕様書を次のとおり定める。 

 

１ 委託業務名 

  岡山-香港線 冬期利用促進事業 

 

２ 委託期間 

  契約締結の日から平成３１年３月２９日まで 

 

３ 委託限度額 

  ４，９８９，６００円以内（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

４ 業務の目的  

  岡山－香港線の冬期利用の促進（冬期搭乗率の向上）を図る。 

  

５ 業務の概要 

  本事業では、香港における本県認知度向上の取組等により、岡山－香港線の冬期利用の

促進（冬期搭乗率の向上）を図る。 

 

６ 委託業務 

  受託者が行う業務内容（以下、「委託業務」という。）は次のとおりとし、岡山－香港線の

冬期利用の促進を図るための企画、提案を行うこと。なお、空路会の承認を受けた上で、

業務の一部を再委託することも可とする。 

（１） 岡山－香港線のインバウンド利用促進の取組の企画提案・実施 

・冬期（特に１～２月）の利用促進を図る内容とすること 

・訪日香港人観光客の特性を踏まえた提案とすること 

・岡山ならではの内容等、誘客に効果のある内容を香港人の視点で盛り込むこと 

・岡山桃太郎空港を活用し、事業効果の拡大を図ること 

・強い情報発信力のある取組、あるいは事業が拡散する仕組を盛り込むこと 

（２）その他の冬期利用促進の取組の企画提案・実施 

・上記以外に、岡山－香港線の冬期利用の促進を図ることができる取組（例えば、アウト

バウンドの取組等）があれば提案すること 

（３）事業の目標設定、事業の効果・実績の把握、分析等の業務 

  ・岡山－香港線の平成 28 年度、平成 29 年度の冬期搭乗率の実績を踏まえ、事業の具体

的な目標設定をするとともに、事業の効果・実績の把握・分析を行い、８（１）の実施

報告書により取りまとめること 

（参考）岡山桃太郎空港の利用状況 

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-7713.html 

（４）その他 

  ・受託者は、事業実施に伴う素材等の収集（誘客に効果が見込まれる話題等の収集）、関



係者との調整、その他必要な手配等一切を行うこと 

  ・事業実施にかかる一切の経費は委託費の中に含むこと 

   

７ 執行体制 

（１）本業務の開始から終了までの間、事業実施方法や進捗状況の確認等、事業の円滑な実

施のために十分な経験と技術力及び調整能力を有する者を従事させるとともに、事業

内容を総合的に評価でき、かつ作業進行を適切に処理できる責任者を置くこと。 

（２）空路会と綿密に連携しながら、業務が円滑に遂行できる体制をとること。 

なお、本業務の遂行に先立ち、責任者、担当者等について、その所属、氏名、実務経

験、本業務における役割等を空路会に提出し、承認を受けること。その提出書類はフ

ォーマットを含め、受託者がすみやかに用意すること。 

 

８ 打ち合わせ等 

（１）本業務を適正かつ円滑に実施するため、定例的に打ち合わせを行い、スケジュールや

企画内容等を協議するほか、進捗確認や報告を行うとともに、必要に応じて、空路会

との協議を行うこととする。 

（２）本業務に関する企画書、計画書、実績報告など、空路会からの求めがあった場合は、速

やかに対応し提出すること。 

 

９ 委託の条件 

  受託者は、本業務の実施にあたって、次の条件を遵守しなければならない。 

（１）業務の実施にあたっては空路会の指示に従うこと。 

（２）委託業務が完了したときは、速やかに業務実績報告書を作成し、報告しなければなら

ないこと。 

（３）委託業務の実施に必要な機材等については、原則として受託者所有の機器を使用する

こと。 

（４）委託業務に係る会計関係帳簿等を整備し、委託業務完了後５年間保存すること。 

 

10 秘密保持 

（１） 事業者から空路会に提出された提案書等は、本業務における契約予定者の選定以外の

目的で使用しない。 

（２） 本業務に関して、受託者が空路会から受領又は閲覧した資料等は、空路会の了解なく

公表又は使用してはならない。 

（３） 受託者は、業務の実施に際して知り得た事実又は個人情報をみだりに第三者に漏らし

てはならない。個人情報の取扱については別記「個人情報取扱特記事項」を厳守する

こと 

 

11 成果物の提出等 

（１）成 果 物 実施報告書（Ａ４版）２部 

（２）提出場所 空路利用を促進する会 

（３）提出期限 平成３１年３月２９日 

（４）そ の 他  成果物の作成にあたっては、次の点に留意すること。 

        ・事業の実施状況等をわかりやすく正確に記載する。 

        ・本事業実施による効果を調査し、取りまとめること。 


